
「滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）修正案」に対して提出

された主な意見とそれらに対する滋賀県の考え方について 

 

１ 県民等に対する意見募集の結果 

平成 28 年２月 16 日（火）から平成 28 年３月６日（日）までの間、「滋

賀県地域防災計画（原子力災害対策編）修正案」に対する意見の募集を行った

結果、11 名（団体）から 51 件の意見が寄せられました。 

これらの意見について、内容ごとに整理し、主な意見とそれらに対する考え

方を別紙に示します。 

 

２ 提出された意見・情報の内訳 

 

項目 件数 

全体を通した意見 ６件 

第１章 総則 ９件 

第２章 災害事前対策 ７件 

第３章 緊急事態応急対策 26 件 

第４章 原子力災害中長期対策 － 

別添１ 原子力災害対策を重点的に

実施すべき地域の範囲につい

て 

２件 

別添２ 各緊急事態区分を判断する

EAL の枠組みについて 

－ 

その他 １件 

合計 51 件 

 

３ 意見に沿って修正した箇所 ５か所 

 

４ 今後の予定 

平成 28 年３月 15 日 防災・エネルギー対策特別委員会にて報告 

平成 28 年３月 28 日 滋賀県防災会議にて計画を修正、公表 
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滋賀県地域防災計画（原子力災害対策編）の修正案に対して提出された主な意見と 

それらに対する滋賀県の考え方 

 

番 

号 
頁 項目 意見の概要 意見に対する考え方 

第１章 総則 

1 3 第１章第８

節 

放 射 性 プ

ルーム通過

時の被ばく

の影響を避

けるための

防護措置 

・第２項の文頭に「県内全域において」、「Ｕ

ＰＺ内外において」または「必要に応じ

てＵＰＺ以遠も含む」等加筆するなどし

て、ここに示す防護措置の対象区域がＵ

ＰＺ外である旨を明確にしていただき

たい。 

 

・御意見を踏まえ、修正案第１章第８節第

２項の対策が UPZ 内外にかかわらないも

のであることが明確になるよう修正しま

す。 

第３章 緊急事態応急対策 

2 17 第３章第５

節第５ 

避難所等 

および 

第７  

避難の際の

住民に対す

るスクリー

ニングの実

施 

・原子力事業者は、滋賀県地域防災計画お

よび防災基本計画に基づき「住民等に対

する避難退域時検査および除染を行う」

ことになるが、「避難中継所の設置」に

ついては「第３章第５節第５避難所等」

において「県は、市町に対し、スクリー

ニング等の場所の開設について支援す

る」ことになっており、記載の適正化を

図って頂きたい。 

・御意見を踏まえ、避難中継所の設置者は

県であることが明確になりますよう修正

します。 

 

 

 

3 17 

18 

第３章第５

節第７  

避難の際の

住民に対す

るスクリー

ニングの実

施 

・「スクリーニングおよび除染措置」との

記述について、原子力災害対策指針では

「避難退域時検査及び簡易除染」とされ

ていることから同様にするべきである。 

・御意見のとおり修正します。 

・なお、「スクリーニング」の用語には、避

難退域時検査のほか、被ばく医療の提供

を判断するための検査の意味も含まれて

いるため、その旨が分かるように補足し

ます。 

 

別表１ 原子力防災対策を重点的に実施すべき地域 

4  別添１  

原子力防災

対策を重点

的に実施す

べき地域 

・「別添１」の70朽木村井、82安曇川町常

盤木、84 高島、85 新旭町新庄は原発ご

との放射性物質拡散予測シミュレー

ション結果で原子力災害対策を重点的

に実施すべき地域の範囲に入っていな

いので対象から外すべきと考える。ま

た、69 朽木平良、80 安曇川町南古賀、

83 武曽横山については現時点では居住

地域ではないため対象から外すべきで

ある。 

 

・前段について、御意見のとおり修正しま

す。 

・後段について、UPZは居住実態に関わらず

設定するべきと考えますので原案どおり

とします。 

5  別添１  

原子力防災

対策を重点

的に実施す

べき地域 

・原発ごとに原子力災害対策を重点的に実

施すべき地域の範囲を示す表のほうが

理解しやすい。 

・御意見のとおり修正します。 

 

別紙 


